
ＪＡ香川県就農奨学金要領 

 

（目的） 

第 1 条 香川県内の農業従事者の高齢化が急速に進展する中、農業者の維持・増加を実現するに

は、新規就農者および経営継承者（以下、「新規就農者」という。）を増加させる必要がある。 

  新規就農や経営継承をするに当たっては、技能の習得や所得の確保等が課題となっており、

香川県農業協同組合（以下、「ＪＡ香川県」という。）は、食と農を基軸とした地域に根ざした

協同組合として新規就農者を経済的に支援し地域農業の発展に寄与することとし、就農前の新

規就農予定者に対する奨学金の給付、就農に関する相談体制の整備を行うことにより、新規就

農予定者の就農に対する不安の解消や意欲を喚起し、就農後の定着を図り農業従事者の維持・

増加を図る。 

 

（対象者） 

第 2条 就農に向けて、専修学校（専門課程）、大学・大学院（学部は問わない）（以下、「教育機

関」という。）に就学している新規就農予定者に対し就農奨学金（以下、「奨学金」という。）を

給付する。 

 

（奨学金給付基準等） 

第 3 条 ＪＡ香川県は、前条の対象者および以下の要件を満たす者から給付対象者を選考し、奨

学金を給付する。 

（１）前条の就農とは、独立・自営就農のほか農業法人等への就職（以下、「雇用就農」という。）、

親元就農（親族が経営する農業経営体に就農することをいう。以下同じ。）とする。 

（２）就農予定時の年齢が、原則 45歳未満であり、香川県内で農業経営者となることについての

強い意欲を有していること。 

（３）就学計画（様式１）が次に掲げる基準に適合していること。 

ア．就農に向けて必要な技能等を習得できる教育機関であるとＪＡ香川県が認めた教育機関

に入学すること。 

イ．在学期間を通して就農に必要な技能や知識を学習すること。 

ウ．就学終了後に親元就農する場合にあっては、原則として以下の全ての要件を満たすこと

とする。 

 ⅰ 就農に当たって家族経営協定等により給付対象者の責任や役割（農業に専従すること

や経営主から専従者給与が支払われること等）を明確にすること。 

ⅱ 将来的に当該農業経営の全部または一部を継承すること。ただし、当該農業経営が法

人化されている場合は、親族との共同経営者となることを含む。 

２ 奨学金の額は、1人あたり年額 60万円とする。また、給付期間は該当教育機関の就学年数と

し、1人通算 4年を上限とする。 

３ 奨学金は、ＪＡ香川県が認める教育機関に就学中に給付する。 

 

（奨学金の停止） 



第 4条 ＪＡ香川県は、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、奨学金の給付を停止する。 

（１）教育機関を途中で退学した場合。 

（２）教育機関を途中で休学した場合。 

（３）第 7 条第 4 号に規定する就学実施状況の確認等により、就農に向けた知識・技能等の習得

状況が十分でないとＪＡ香川県が判断した場合（例：留年した場合、受講していない場合な

ど）。 

（４）第 6 条に規定する必要な申請・報告を行わなかった場合。または、虚偽の申請・報告を行

った場合。 

 

（奨学金の返還） 

第 5 条 給付対象者は、第 3 条第 1 項各号に掲げる要件を満たさなくなった場合ならびに次に掲

げる事項に該当する場合は、給付を受けた奨学金の全部を返還しなければならない。 

ただし、ＪＡ香川県に入組した場合または病気や災害等のやむを得ない事情としてＪＡ香川

県が認めた場合は奨学金の一部または全部の返還を免除することができる。 

（１）前条第 3号、第 4号のいずれかに該当した場合。 

（２）就学終了後（退学後を含む。以下同じ。）１年以内に、独立・自営就農、雇用就農または親

元就農しなかった場合。 

（３）独立・自営就農、雇用就農または親元就農を 5年間継続しない場合。 

２ 第 1項に定める返還事由が生じた場合の返還方法については、原則として一括返還とする。 

 

（給付対象者の手続き） 

第 6条 給付対象者は次のとおり申請・報告を行う。 

（１）就学計画の承認申請 

奨学金の給付を受けようとする者は、就学計画（様式１）を作成し、別途定める募集要項

の応募期間内にＪＡ香川県に承認申請を行う。 

（２）就学計画の変更申請 

第 1号の承認を受けた者が、承認を受けた就学計画（様式１）を変更しようとする場合は、

速やかに変更申請書を提出し承認を受けなければならない。（就学期間の変更を要しない学習

内容の追加や月毎の学習内容の順番の入れ替え等の軽微な変更の場合は除く。）。 

（３）給付申請 

第 1 号の承認を受けた者は、就農奨学金給付申請書兼請求書（様式２）を作成し、ＪＡ香

川県に奨学金の給付を申請する。給付の申請は 1 年分を単位として行うことを基本とし、原

則として、申請する奨学金の対象期間の最初の日から 1か月以内に行うものとする。 

また、給付申請の対象期間が 1 年未満の場合には、申請の額は就学期間を月割にして算出

するものとする。 

（４）就学状況報告 

奨学金の給付を受けた者（以下、「奨学金受給者」という。）は、就学状況報告書（様式３）

に在学証明書と成績証明書を添付しＪＡ香川県に提出する。提出は 1 年ごとに行い、給付対

象期間経過後、1か月以内に行う。 



また、奨学金受給者は、ＪＡ香川県からの求めに応じて随時、面談および資料提出による

就学状況報告を行うものとする。 

（５）給付の辞退 

奨学金受給者は、就農計画の取り止め等の理由により奨学金の受給を辞退する場合はＪＡ

香川県に速やかに辞退届（様式４）を提出する。 

（６）給付の休止 

ア．奨学金受給者は、病気などのやむを得ない理由により就学を休止する場合はＪＡ香川県

に休止届（様式５）を提出する。 

イ．アの休止届（様式５）を提出した奨学金受給者が就学を再開する場合は就学再開届（様

式６）を提出する。 

（７）就学終了後の報告 

ア．就農状況報告 

奨学金受給者は、就学終了後に就農を 5年間継続するまで、毎年 10月末および 4月末ま

でにその直前の 6か月間の就農状況報告書（様式７）をＪＡ香川県に提出する。 

なお、奨学金受給終了後、引き続き就学（以下、「継続就学」という。）を行う場合は、

継続就学計画（様式８）を作成し、第 1 号の手続きに準じて、ＪＡ香川県に申請する。継

続就学は奨学金受給終了後 1 か月以内に開始するものとし、その期間は原則として 2 年以

内とする。ただし、継続就学期間中は奨学金を給付しない。 

継続就学を行う場合、前条第 1 項第 2 号の就学終了後 1 年以内とは継続就学の終了後１

年以内と読み替えることとする。また、継続就学の期間中は第 4 号の規定に準じて、ＪＡ

香川県に就学の実施状況の報告を行わなければならない。 

イ．住所等変更報告 

奨学金受給者は、給付期間内および給付期間終了後に就農を 5年間継続するまでに氏名、

居住地や電話番号等を変更した場合は、変更後 1 か月以内に住所等変更届（様式９）をＪ

Ａ香川県に提出する。 

ウ．就農報告 

奨学金受給者は、就学終了後、独立・自営就農、雇用就農または親元就農した場合は、

就農後 1か月以内に就農報告書（様式 10）をＪＡ香川県に提出する。 

（８）返還免除 

奨学金受給者は、前条第 1 項のＪＡ香川県に入組した場合または病気や災害等のやむを得

ない事情に該当する場合は返還免除申請書（様式 11）をＪＡ香川県に提出する。 

（９）申請窓口 

奨学金の申請書・報告書等の提出は、ＪＡ香川県営農部営農振興課に対して行う。 

 

（ＪＡ香川県の手続き） 

第 7条 ＪＡ香川県は次のとおり奨学金の給付にかかる手続きを行う。 

（１）就学計画の承認 

ＪＡ香川県は、奨学金の給付を受けようとする者から就学計画（様式１）の承認申請があ

った場合には、就学計画（様式１）の内容について審査する。 



審査の結果、第 3 条第 1 項の要件を満たし、奨学金を給付して就学の実施を支援する必要

があると認めた場合は、就学計画（様式１）を承認し、就学計画審査結果通知書（様式 12）

にて審査の結果を申請した者に通知する。 

なお、審査は、書類審査および面接により行うものとする。 

（２）就学計画の変更の承認 

ＪＡ香川県は、承認した就学計画（様式１）の内容について変更申請書の提出を受けた場

合は、第 1号の手続きに準じて書類審査を行い承認の可否を決定する。 

（３）奨学金の給付 

奨学金の給付申請を受けたＪＡ香川県は、申請の内容が適当であると認めた場合は奨学金

を給付する。奨学金の給付は半期ごとに行うこととし、就学計画（様式１）の承認後、奨学

金受給者から就農奨学金給付申請書兼請求書（様式２）の提出を受けて給付を行うものとす

る。 

（４）就学実施状況の確認 

ＪＡ香川県は、必要に応じて随時または就学状況報告書（様式３）等の提出を受けて、以

下の方法により就学計画（様式１）に即して必要な技能の習得ができているかどうか就学の

実施状況を確認し、適切な指導を行う。 

ア．奨学金受給者への面談 

ａ．技能の習得状況 

ｂ．就農に向けた準備状況 

イ．書類確認 

ａ．カリキュラム 

ｂ．在学証明書 

ｃ．成績証明書 

（５）継続就学計画の承認 

継続就学計画（様式８）の提出を受けたＪＡ香川県は、第１号の手続きに準じて承認する。 

（６）就農状況の確認 

ＪＡ香川県は、就農状況報告書（様式７）の提出を受けて奨学金受給者が就農を 5 年間継

続するまで、就農状況を半年ごとに確認する。 

（７）給付の辞退・中止 

ＪＡ香川県は、奨学金受給者から辞退届（様式４）の提出があった場合、または第 4 条第

1号、第 3号、第 4号のいずれかに該当する場合は、奨学金の給付を中止する。 

（８）給付の休止 

ア．ＪＡ香川県は、奨学金受給者から休止届（様式５）の提出があり、やむを得ないと認め

られる場合は、奨学金の給付を休止する。なお、やむを得ないと認められない場合は奨学

金の給付を中止する。 

イ．ＪＡ香川県は、奨学金受給者から就学再開届（様式６）の提出があり、適切に就学する

ことができると認められる場合は奨学金の給付を再開する。 

（９）返還免除 

ＪＡ香川県は、奨学金受給者から提出された返還免除申請書（様式 11）の申請内容が第 5



条第 1 項のやむを得ない事情として妥当と認められる場合は奨学金の返還を免除することが

できる。 

（10）事務局 

奨学金の申請書・報告書等の受付、給付は、ＪＡ香川県営農部営農振興課が窓口となり行う。 

 

（その他奨学金受給者に対する支援） 

第 8 条 ＪＡ香川県は、次に掲げるとおり奨学金受給者の就農に関する相談体制を整備し、奨学

金受給者の就農に対する不安の解消や意欲を喚起し、農業経営を支援する。 

（１）担い手サポートセンター 

奨学金給付期間および就農後を通して、奨学金受給者に対し就農準備・農業経営・農業技

術などに関する助言・提案を行う。 

 

（暴力団等反社会的勢力の排除） 

第 9条 ＪＡ香川県は、奨学金の給付を受けようとする者（法定代理人および連帯保証人を含む）

が暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治運動標ぼうゴロ、

特殊知能暴力集団、その他反社会的勢力（以下、｢暴力団等反社会的勢力｣という。）に該当する

場合は、奨学金の給付を行わない。また、奨学金受給者を暴力団等反社会的勢力に該当すると

判断した場合は、奨学金の給付を中止する。 

 

（個人情報の取り扱い） 

第 10 条 ＪＡ香川県は、奨学金受給者の募集および制度の運営に際して得た個人情報について、

ＪＡ香川県の個人情報保護方針（プライバシーポリシー）に基づき適切に管理し、本奨学金制

度の運営のほか奨学金の応募者および受給者に対するＪＡ香川県のサービスの提供のために利

用する。 

 

（改廃） 

第 11条 この要領の改廃は、ＪＡ香川県の理事長が決定する。ただし、軽微な改正および簡易な

様式の変更については担当常務理事が決定する。 

 

附 則（制定 平成 28年 10月 5日） 

この要領は、平成 28年 10月 5日から施行する。 

附 則（改正 令和４年６月 14日） 

この要領は、令和４年６月 14日から施行する。 

附 則（改正 令和６年２月 28日） 

この要領は、令和６年２月 28日から施行する。 

附 則（改正 令和７年９月 30日） 

この要領は、令和７年９月 30日から施行する。 

 


